
 
 

施策目標７－４－１ 

平成２７年度実施施策に係る事後評価書 

（文部科学省 27-7-4） 

施策名 科学技術の国際活動の戦略的推進 

施策の概要 
国際的な人材・研究ネットワークの強化、戦略的な国際共同研究や交流の推進等に

取り組むとともに、関係府省等との有機的な連携を図り、科学技術のための外交を

推進することにより、我が国の科学技術水準の一層の向上を図る。 
 

達成目標１ 国際的な頭脳循環に対応するため、研究者交流等を通じて、優秀な研究者を育成・

確保するとともに、戦略的な大学等研究機関間ネットワークを構築する。 

達成目標１の 
設定根拠 

優れた人材の国際的な獲得競争が激化し、国際的な頭脳循環が進む中で、我が国の
研究者が科学技術の世界最先端の知見に触れ、取り込むこと等により、我が国の研
究水準の一層の向上を図ることが重要である。そのためには研究者間・機関間交流
の促進は必要不可欠であり、我が国の研究人材の海外における研鑚機会の提供及び
世界の優秀な人材の受入れ等による研究者交流の促進、国際研究ネットワークの強
化を目標とする。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 

25 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 32 年度 

①海外への研究者の
派遣者数（中長期） 4,367 ― ― 4,367 4,591 調査予定 5,240 A 

（H26年度

の実績値に

て評価） 
 

②海外からの研究者

の受入れ者数（中長

期） 
11,930 ― ― 11,930 12,763 調査予定 14,316 

 

年度ごと
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

・優秀な研究者の育成・確保、戦略的な大学等研究機関間ネットワークの構築に大き
な貢献が期待される研究者の中長期の派遣・受入れについて、派遣・受入れ研究者
数を指標として設定した。 

・目標達成時期はターゲットイヤーを東京オリンピック・パラリンピックが開催され
る平成 32 年（2020 年）とし、一定の上昇傾向を維持することが望ましいことから、
25 年度の実績値を基準とし、その値の 120%を目標として設定した。 

 
※研究者の派遣・受入れ数について 
・なお、「若手研究者（助教・ポスドク等）」には、助教・ポスドクの他に助手・講師を含む。 
・中長期とは、具体的には 31 日以上の派遣/受入れを指す。 
・平成 25 年度調査より一部定義変更を行ったことが受入れ研究者数減少要因の一つとして考え

られる。 

参考指標 
基準値 実績値 

 

― 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
①国際共著論文数 
（国際共著率） 
※出典：NISTEP「科

学技術指標 2016」統

計集 

― 21114 
(27.7%) 

22101 
（28.7%） 

22845 
(29.1%) 

22941 
(29.8%) 

調査予定 
（9 月頃

公表予

定） 
②外国人研究者数（総
在留外国人のうち在
留資格「教授」「研究」
を合算） 
※出典：法務省統計 

― 9,962 9,829 9,704 9,470 
9,367 

（12 月末

時点） 

③海外の大学との大

学間交流協定件数 ― 19,102 19,982 22,370 調査中（9
月頃公表

調査予定 



 
 

施策目標７－４－２ 

※出典：大学における

教育内容等の改革状

況調査 

予定） 

施策・指標に関するグラフ・図等 

（参考）成果指標に係る経年変化図 

 
※平成 25 年度調査より一部定義変更を行っている。 

出典：文部科学省「国際研究交流状況調査」（平成 28 年度 4 月） 

（参考）国際的な人材・研究ネットワークの拡大・強化が図られた事例 

 
※文部科学省「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣事業（平成 23 年～平成 25 年実施）」において実施された国

際研究のうち、主に国際的な人材・研究ネットワークの拡大・強化が図られた事例 
 



 
 

施策目標７－４－３ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 28 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

科学技術国際活動の推進 
（平成 23 年度） 

5 
（4.4） 5 0182 

科学技術国際活動の推進事務費 
（平成 23 年度） 

161 
（117） 161 0183 

頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネ
ットワーク推進事業 
（平成 26 年度） 

1,896 
（1,896） 1,608 0184 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 28 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

独立行政法人科学技術振興機構運営費

交付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

100,553  
(100,553) 100,888 0176 

独立行政法人科学技術振興機構施設整

備に必要な経費 
（平成 21 年度） 

486 
(439) 0 0177 

独立行政法人日本学術振興会運営費交

付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

27,239 
(27,239) 26,709 0185 

平成 27 年度事前分析

表からの変更点 ― 

行政事業レビューと

の連携状況 ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

施策目標７－４－４ 

達成目標２ 科学技術外交を活用しながら、先進国から途上国まで途切れずに、相手国・地域に

応じた多様で重層的な協力関係の構築を推進する。 

達成目標２の 
設定根拠 

達成目標１で設定している交流やネットワーク構築の促進とともに、2 国間、多国間、
国・地域、研究分野等あらゆるレベルに応じた共同研究や対話の枠組み等、適切な
協力を推進することが、科学技術外交を活用し、我が国の強みを生かしたイノベー
ション創出のために必要不可欠であるため。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 
判定 2 1 - 2 5 年 度

(平均値) 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 32 年度 

①我が国で開催され
た「科学・技術・自然」
分野の国際会議の件
数 

1,019 899 1,015 1,077 1,085 

調査予定 
（9 月頃

公表予

定） 

1,223 件 

A 
（H26年度

の実績値に

て評価） 
 

②我が国で開催され

た「科学・技術・自然」

分野の国際会議への

外国人参加者数 

58,312 46,482 62,176 63,144 71,019 

調査予定

（9 月頃

公表予

定） 

69,975 人 

 

年度ごと

の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の

設定根拠 

・各国との多様な協力関係構築や、我が国がイニシアチブをもった科学技術外交の推
進を評価する観点として、国際会議の開催数並びに外国人参加者数を指標とした。 

・目標達成時期はターゲットイヤーを平成 32 年（2020 年）とし、一定の上昇傾向を

維持することが望ましいことから、我が国で開催された「科学・技術・自然」分野

の国際会議の回数並びに外国人参加者について、21 年度～25 年度の 5 年間の平均

値を基準とし、その平均値の 120%を目標として設定した。 

参考指標 
基準値 実績値 

 

― 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
海外の大学との大学

間交流協定件数 
※出典：大学における
教育内容等の改革状
況調査 

― 19,102 19,982 22,370 実施せず 

調査予定 
（9 月頃

公表予

定） 

施策・指標に関するグラフ・図等 



 
 

施策目標７－４－５ 

（参考）途上国や先進国との協力関係について 

○途上国との共同研究の実績について 

「インドネシア中部ジャワ州グンディガス田における二酸化炭素の地中貯留及びモニタリングに関する先導的研究」（平成23年度採択）

日本側研究代表者：松岡俊文（京都大学大学院 教授） 相手国研究機関：バンドン工科大学 他

ＳＡＴＲＥＰＳの成果

低炭素社会

• インドネシアは中国、米国に次ぐ世界第4位の温室効果ガス（GHG）排出国であるが、本課題はインドネシアで初のCO2
地中貯留実証試験であり、国際社会へのインパクトは強い。

• この技術の開発は技術保有国の温暖化ガス削減への国際的な貢献と共に、今後未開発油田ガス田のクリーンな開発が
促進され、将来当該国更には日本へのエネルギー資源の安定供給に資することが期待される。

ガス田から生産される天然ガスに随伴し大気中に放散されるＣＯ２を分離・回収し、地下に安全に貯留する技術開発について、
アジア開発銀行（ＡＤＢ）が参画することになり、政府、民間企業一体となって事業が進めることが決まった。2016年3月、本事業
についてＡＤＢによる本格的な出資についての覚書（MOＣ）が締結された。東南アジア初となるＣＣＳの社会実装化が大きく前進。

ＳＡＴＲＥＰＳは、地球規模課題の解決のため社会実装の実現する多くの成果を創出している。日本と相手国の科学技術力の向上や国と国との協力関
係の構築に寄与するだけでなく、成果は我が国の持続的な成長のために還元される。

「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術」 (平成21年度採択)

日本側研究代表者：葭村雄二(産業技術総合研究所 名誉リサーチャー)相手側研究機関：国家科学技術開発庁(NSTDA)

科学技術研究所（TISTR）、モンクット王工科大学ノースバンコク（KMUTNB）

世界で最も厳しい世界燃料憲章(WWFC)ガイドライン品質を満たす高品質バイオディーゼル燃料の製造技術開発に成功。
20 vol％混合利用が可能であることが実車走行試験で実証されたパーム由来のH-FAMEが、タイ政府の石油代替エネル
ギー開発計画（2015-2036）の中で、新規なバイオディーゼルとして採用された。

生物資源

• 共同研究で得られるバイオ燃料製造・利用技術の成果は、技術指針として自動車産業等に展開することが可能であり、自動車産業
のみならず農業機械産業への貢献も期待できる。

• タイ国でのフィールド研究データ等は現地日系企業やアジア地域への展開を図る日本産業界にも有益。

地球規模の環境 「気候変動に対する水分野の適応策立案・実施支援システムの構築」（平成20年度採択）

日本側研究代表者：沖大幹（東京大学 教授） 相手側研究機関 ：カセサート大学(KU)、タイ気象局(TMD)、王立灌漑局(RID)

本課題による広域水資源モデルの提案が、タイ政府機関による洪水適応策の一部として採用。（今後さらに、干ばつと洪水のバラ
ンスを考えた貯水池操作の提言や、早期警報システムの構築により、市民や産業に対する洪水支援策へ波及が期待される。）

• 週積算雨量、日流量、ダム操作状況を一目で把握できるリアルタイム洪水モニタリングシステムを開発したことで、タイ国
の気候変動に関する研究及び適応策立案・実施支援システムが発展。

• 現地日系企業の被害を減少させることにも役立つ。

 

 

 

 

 

 



 
 

施策目標７－４－６ 

○先進国との共同研究の実績について 

 
 



 
 

施策目標７－４－７ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 28 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

国際科学技術センター 
（平成 23 年度） 

75 
（75） 82 0179 

OECD が実施する地球規模課題の解決
に向けた取組への拠出 

（平成 23 年度） 
27 

（27） 27 0180 

OECD／GSF 分担金 
（平成 23 年度） 

13 
（12） 13 0181 

医療分野の研究開発の推進のうち、医

療分野国際科学技術共同研究開発推進

事業 
（平成 27 年度） 

 【※関連事業として記載】 

医療分野の研究開

発の推進（一般会

計）：57548,の内

数 
（確認中） 

医療分野の研究開

発の推進（一般会

計）：53,682 の内

数 

0242 

関連する独立行政法人の事業 

名 称 
（開始年度） 

平成 27 年度予算額  
（執行額） 
【百万円】 

平成 28 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

独立行政法人科学技術振興機構運営費

交付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

【関連事業として掲載（再掲）】 

100,553  
(100,553) 100,888 0176 

独立行政法人科学技術振興機構施設整

備に必要な経費 
（平成 21 年度） 

【関連事業として掲載（再掲）】 

486 
(439) 0 0177 

独立行政法人日本学術振興会運営費交

付金に必要な経費 
（平成 15 年度） 

【関連事業として掲載（再掲）】 

27,239 
(27,239) 26,709 0185 

平成 27 年度事前分析

表からの変更点 ・達成手段として、関連事業（７－４では評価しない）に「医療分野の研究開発の推進」を追加。 

行政事業レビューと

の連携状況 ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

施策目標７－４－８ 

 

施策に関する評価結果 
目標達成度合い

の測定結果 
目標超過達成／目標達成／相当程度進展あり／進展が大きくない／目標に向かっていない 

総括的な分析 

 項 目 説明・根拠 

必要性 

広く国民にニーズがあるか。国民の

利益に資する施策か。 

科学技術イノベーション総合戦略 2016（平成 28
年 5 月 24 日閣議決定）において、「高いポテンシ

ャルを有する海外研究機関との研究者の派遣・受

入れを通じて、強固な国際研究ネットワークの構

築に取り組む」とされているとともに、科学技術

基本計画（第５期）（平成 28 年 1 月 22 日閣議決

定）において、「地球規模課題への対応と世界の発

展への貢献」、「国際的な研究ネットワーク構築の

強化」、「科学技術イノベーション政策の戦略的国

際展開」が記載されている。 
我が国の科学技術水準をより一層向上させていく

ためには、国際共同研究・研究交流を促進してい

くための支援等を着実に実施していくことが重要

であり、国が先導して国際研究ネットワークの形

成・強化を図っていく必要がある。 
 

国が実施しなければ、施策目的を達

成できないか。 

明確に政策目標の達成手段として位

置付けられるか。 

効率性 

施策の実施は、その目的に即して必

要なものに限定されているか。 本施策の実施は、科学技術の国際活動を推進する

ために必要なものに限定されており、他の施策と

の重複はない。さらに、一国では解決できない地

球規模課題の解決や、先端科学技術分野での戦略

的な国際協力の推進を通じ、科学・技術外交の推

進により、重層的な協力関係が構築されている。 

他省庁や、地方自治体、民間団体と

の必要な連携が図られているか。 

他の施策との重複はないか。 

有効性 

施策の実施に当たって他の手段・方

法が考えられる場合、それと比較し

てより効果的に実施できているか。 
海外への研究者の派遣者数（中長期）、海外からの

研究者の受入れ者数（中長期）、我が国で開催され

た「科学・技術・自然」分野の国際会議の件数及

び当国際会議への外国人参加者数を指標とした、

国際共同研究・研究交流は順調に活性化できてい

ると評価できる。また、平成 27 年度も各国間で科

学技術合同委員会を実施し、今後の協力活動等に

ついて協議を行うなどし、我が国の科学技術外交

を戦略的に推進した。 

施策実績は目標に見合ったものか。 

活動指標の実績が成果指標の実績に

影響を与えているか。 

施策に係る問題点・今後の課題 次期目標・今後の施策等への反映

の方向性 

具体的な内容 
（概算要求・機構定員要求・法令

改正・税制改正要望等） 

我が国の研究者が科学技術の世界最先

端の知見に触れ、取り込むこと等によ

り、我が国の研究水準の一層の向上を

図ることが重要。このため、我が国の

研究人材が海外での研鑚する機会を更

に多く提供し、世界の優秀な人材の受

入れ等による研究者交流の促進図り、

国際研究ネットワークの強化に努めて

いくことが必要。 
 

本施策を通じて、海外との派遣・受入

れ研究者を増加させ、我が国の研究機

関等が国際的な研究ネットワークをよ

り一層構築・強化し、我が国の研究者

が科学技術の世界最先端の知見に触

れ、取り込み、研究水準の一層の向上

に努める。 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 
・国際科学技術共同研究推進事業等【拡

充】 
平成 29 年度概算要求額：71.19 億円 
 
・頭脳循環を加速する戦略的国際研究

ネットワーク推進事業【拡充】 
平成 29 年度概算要求額：16.9 億円 
 
・グローバルに活躍する若手研究者の

育成【拡充】 
平成 29 年度概算要求額：72.58 億円 



 
 

施策目標７－４－９ 

2 国間、多国間、国・地域、研究分野

等あらゆるレベルに応じた共同研究や

対話の枠組み等を推進することによ

り、より一層の他国と多様な協力関係

を構築し、我が国の強みを生かしたイ

ノベーション創出が促進していく必要

がある。 

国・地域、研究分野等あらゆるレベル

に応じた共同研究等を促進し、我が国

で開催される国際会議の件数や当会議

への外国人参加者数の更なる増加を目

指す。 

 

  
施策の予算額・執行額 

（※政策評価調書に記載する予算額） 
（※施策目標 7-4 は、文部科学省政策評価基本計画改定（平成 28 年 8 月 31 日） 
 により、新施策目標 7-2 に統合されたため、当該施策目標の予算額を記載。） 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度要求額 

予算の状況 
【千円】 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

  
1,924,844 

ほか復興庁一括

計上分 0 

1,976,043 

ほか復興庁一括

計上分 0 

  
＜127,596,964＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜150,710,612＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

補正予算     

繰越し等     

合 計     

執行額 
【千円】     

施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 

名 称 年月日 関係部分抜粋 

第 5 期科学技術基本計画 平成 28 年 1 月

22 日 

第 1 章 基本的考え方 
（3）目指すべき国の姿 ③地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 
（4）基本方針 ①iv)イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好

循環システムの構築 
第 3章 経済・社会的課題への対応 

（3）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 

第 4章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

（1）②ii)国際的な研究ネットワーク構築の強化 

（2）①iii)国際共同研究の推進と世界トップレベルの研究拠点の形成 

第 7章 科学技術イノベーションの推進機能の強化 

（3）科学技術イノベーション政策の戦略的国際展開 

第 190 回国会における安

倍内閣総理大臣施政方針

演説 

平成 28 年 1 月

22 日 研究開発法人には、世界中から超一流の研究者を集めます。 

日本再興戦略 2016 平成 28 年 6 月 2 ２－３．多様な働き手の参画 



 
 

施策目標７－４－１０ 

日 （２）新たに講ずべき具体的施策 

ⅳ）外国人材の活用 

第四次産業革命の下での熾烈なグローバル競争に打ち勝つためには、高度

IT 人材のように、情報技術の進化・深化に伴い幅広い産業で需要が高まる

高度外国人材について、より積極的な受入れを図り、我が国全体の生産性

を向上させることが重要である。 

科学技術イノベーション

総合戦略 2016 
平成 28 年 5 月

24 日 

第３章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

［Ｃ］重きを置くべき取組 

（１）人材力の強化 ★ 

Ⅱ 人材の多様性確保と流動化の促進 

○国際的なネットワーク構築の強化（全文該当） 

 

【重きを置くべき取組】 

Ⅰ 知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進 

○若手研究者等の育成・活躍促進 

・広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成するための大

学院教育の改革・充実や個人が多様な経験を積む取組の促進（企業研究者

の博士号取得促進に向けた検討やインターンシップの推進等）により、研

究領域や国境等を越えて横断的に活躍し得る人材の育成を促進する。 

・世界トップレベルの研究者を呼び込む優れた研究環境と高い研究水準を

誇る研究拠点を安定的・持続的に整備・維持することにより、グローバル

な視野を持った人材の育成に取組、国際的な頭脳循環を促進する。  

 

Ⅱ 人材の多様性確保と流動化の促進 

◯国際的なネットワーク構築の強化 

・大学等研究機関における、高いポテンシャルを有する海外研究機関との

研究者の派遣・受入れを通じて、強固な国際研究ネットワークの構築に取

り組む。 

・我が国の優秀な若手研究者の海外派遣等や、海外の優れた若手研究者の

受入れ及びアジア等諸外国の優秀な青少年との交流等を促進し、科学技術

分野における人的・研究交流の強化や理解増進等に取り組む。 

 

（２）知の基盤の強化 

Ⅰ イノベーションの源泉としての学術研究と戦略的・要請的な基礎研究

の推進 

（略）さらに、国際性の観点から、学術研究の大型プロジェクトの推進

や国際共同研究の戦略的な推進、優れた研究環境と高い研究水準を誇り、

国内外から第一線の研究者を引き付ける世界トップレベルの拠点の形成が

重要である。 

 

【重きを置くべき取組】 

○世界トップレベルの研究拠点の形成等の促進 

・国内外から第一線の研究者を引き付ける拠点を形成する世界トップレベ

ル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）について、世界的な知名度の維持・向上

を図りつつ、国際的な頭脳循環の中核となる研究拠点の着実な形成に取り

組む。さらに、ＷＰＩの手法・成果を展開しつつ、地域の大学等を含め、

特定分野で世界に伍する国際的研究拠点を形成することで、国内外から第

一線の研究者を引き付ける取組を推進する。また、我が国の基礎研究の向

上に資するような国際協力によるオープンイノベーション拠点の形成や戦

略的な国際共同研究の促進等に取り組む。 

 

（５）グローバルなニーズを先取りしたイノベーション創出機会の開拓 

【重きを置くべき取組】 

○Ｇ７やＴＩＣＡＤⅥ等の国際的な場における我が国の科学技術イノベー

ションの取組の発信 

○グローバルなニーズを先取りする研究開発や新ビジネスの創出に向けた

科学技術予測や長期的な分析体制の構築 

・科学技術先進国及び新興国・途上国との国際共同研究及び研究交流の推



 
 

施策目標７－４－１１ 

進 

・Ｇ７科学技術大臣会合等での議論も踏まえたグッドプラクティスの国際

的な共有等を通じてのインクルーシブ・イノベーションの推進 

・新興国・途上国との関係強化に向けた地球規模課題対応の国際的科学技

術協力の枠組みの活用や科学技術協力における人材育成の推進 

 

◯先進国との国際共同研究及び新興国・途上国との国際的科学技術協力の

枠組みの推進 

・戦略的な国際協力によるイノベーションの創出を目指し、先進国等をは

じめとする各国とのイコールパートナーシップの下、相手国・地域のポテ

ンシャル・分野と協力フェーズに応じた多様な国際共同研究及び研究交流

を促進するとともに、アジア・アフリカ等の開発途上国と地球規模課題の

解決につながる国際共同研究の推進に取り組む。 

経済財政運営と改革の基

本方針 2016 ～600 兆円

経済への道筋～（骨太方

針） 

平成 28 年 6 月 2
日 

第２章 成長と分配の好循環の実現 

２．成長戦略の加速等 

（１）生産性革命に向けた取組の加速 

②教育の再生 

海外留学・外国人留学生や外国人研究者の受入れ促進を通じた大学の徹底

した国際化、高大接続改革を進めるとともに、職業教育や社会人の学びな

おしを推進する。 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 
外国人研究者の日本受入（中長期）、日本人研究者の外国派遣（中長期）：「国際研究交流状況調査」（作成：文部科学省科

学技術・学術政策局 科学技術・学術戦略官（国際担当）付, 平成 28 年 4 月公表） 
（URL: http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/kokusai/kouryu/1369862.htm） 
国際共著論文数：「サイエンスマップ調査」（作成：科学技術・学術政策研究所） 
（URL: http://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-indicators-and-scientometrics/sciencemap） 
海外の大学との大学間交流協定件数：「海外における拠点に関する調査海外の大学との大学間交流協定、海外における拠点

に関する調査」（作成：文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室,平成 26 年 11 月公表） 
（URL: http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/1287263.htm） 
外国人研究者数：「在留外国人統計」（作成：法務省） 
（URL: http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html） 
日本国内開催の国際会議の回数および外国人参加者数：日本政府観光局（JNTO) 国際会議統計 
（URL: http://mice.jnto.go.jp/data/stats/index.html） 

 

有識者会議での 
指摘事項 

・施策全体について、科学技術の水準の向上を図るためには、グローバル化や国際化

は手段の一つに過ぎず、質の高い研究成果や質の高い論文を数多く出すことが重要で

あるため、これらの数値目標を設定しても、それ自体が自己目的化しないように注意

していただきたい。 

 

主管課（課長名） 科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官（国際担当）付（竹内 英 科学技

術・学術戦略官（国際担当）） 

関係課（課長名） － 
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